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JAIST未来ビジョン
～世界トップの研究大学を目指して～

北陸先端科学技術大学院大学は、独自の研究の高度化と先鋭化を進めつつ、国内外の大
学や研究機関、産業界とのグローバルな連携に基づく新たな共創により、科学技術の未来
を拓き世界の持続的発展に貢献するイノベーション創出拠点として、世界トップの研究大
学を目指す。
全学一研究科体制の下、意欲に溢れた学生を国内外から広く受け入れ、先端科学技術の

確かな専門性を持ち、新たな時代を先導する『しなやかな強さと共創力』を備えたグロー
バルリーダーとして育成する。

ビジョン

本学独自の研究の
高度化・先鋭化を
進めつつ、国内外
の大学や研究機関
とのグローバルな
学術的連携と研究
成果の社会実装を
目指した産業界と
の幅広く緊密な連
携により、科学技
術の未来を拓き社
会に変革をもたら
す共創的イノベー
ション創出研究を
推進する。研究力
向上を目指した博
士後期課程の重点
化を推進する。

意欲に溢れた学生
を国内外から広く
受け入れ、個々の
学生の学修計画に
対応し得る先進的
な教育カリキュラ
ムと世界トップレ
ベルの研究を通じ
た専門性の高い研
究室教育に加えて、
産業界の知を教育
にも活用すること
で、幅広い視野と
ともに『しなやか
な強さと共創力』
を備え自主性に富
んだグローバル
リーダーとして育
成する。

世界トップレベル
の研究を背景とし
た、高度でダイナ
ミックな社会連携
と多彩なリカレン
ト教育による人材
循環により、世界
の持続的な発展に
貢献する。

多様な取組による
強固な財務基盤の
構築とともに、デ
ジタル化の推進に
よる組織・業務改
革と人事マネジメ
ント改革により、
世界トップの研究
大学を目指すイノ
ベーション創出拠
点として戦略的経
営を推進する。

基本戦略１ 基本戦略２ 基本戦略３ 基本戦略４

本学独自の研究の
高度化・先鋭化と
グローバルな共創
的イノベーション
創出研究の推進
【研究】

『しなやかな強さ
と共創力』を備え
自主性に富んだグ
ローバルリーダー
の育成【教育】

高度でダイナミッ
クな社会連携と人
材循環による社会
貢献【社会貢献】

組織・業務改革と
人事マネジメント
改革に基づく戦略
的経営【経営】
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基本戦略１の実施に向けた施策

（１）独自の研究の高度化・先鋭化と新しい研究分野・研究領域の開拓
●IR機能の強化による研究力分析・動向分析を活用したエビデンスベースの研究支援
●新分野・新領域開拓支援制度の確立
●世界トップ人材の獲得
●研究力向上を目指した博士後期課程の重点化の推進
●博士後期課程学生の独自研究支援制度の確立
●東京サテライトにおける研究システムの改革

（２）JAISTサイエンスハブの構築
●エクセレントコア、リサーチコアを核とするイノベーション創出拠点の発展
●国内外の大学や研究組織との多彩な連携研究センターの設立
●クロスアポイントメントを含めた柔軟なグローバル研究ワークスタイルの促進
●研究者や学生の交流の場「JAIST国際セミナーハウス（仮称）」の設置と活用

（３）研究支援制度・体制の拡充
●URAの機能・役割の拡張と高度化
●研究成果の社会実装の推進と支援制度の確立
●大型外部資金獲得支援の強化
●プロフェッショナル国際広報の促進
●IR分析に基づく社会的インパクト向上策の充実
●知財部門の強化と効率化

基本戦略２の実施に向けた施策

（１）『しなやかな強さと共創力』を涵養しリーダーシップを育む教育研究制度の充実
●博士後期課程学生を中心とした世界のトップ大学とのグローバル共同研究への参画
●博士後期課程学生向け長期インターンシップ制度の展開
●博士後期課程における副テーマの博士学位論文評価への組込み
●産業界と連携した学生の研究成果の社会実装支援制度の整備
●グローバルリーダーとして育成するためのダイバーシティ環境とアントレプレナーシップ教育の充実

（２）カリキュラムおよび教育システムの改革
●研究領域毎の推奨カリキュラムの作成
●博士学位論文の質の向上を目指した審査・認定制度の改革
●「遠隔教育研究センター（仮称）」の設置と教育研究におけるデジタル化の推進
●情報科学と知識科学の基礎と方法論の全学教育（データサイエンス、AI、知識マネジメントなど）

●東京サテライトにおける教育システムの改革と本校との講義の連携

（３）意欲に溢れた多様な学生の獲得
●博士後期課程も視野に入れた推薦入学制度の整備（教員推薦、大学推薦、企業推薦）
●入試システムのデジタル化推進
●より広範な志願者向け広報の実施

（４）産業界との連携を通じた共創型イノベーション人材の育成
●企業との共同研究への学生の参加促進
●企業インターンシップ／エクスターンシップの活用
●産学官連携客員教員による研究指導や講義の実施

（５）多様なニーズを踏まえた学生支援
●修学支援制度の改革・充実（労働対価型）
●留学生および博士後期課程学生へのキャリア支援の充実
●博士後期課程学生に対する企業奨学金の充実
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基本戦略３の実施に向けた施策

（１）最先端研究・融合研究を背景とした高度でダイナミックな社会連携の推進
●地域をはじめ国内外の産業界との連携支援体制の強化
●国内外の企業や研究機関などとの組織間大型共同研究の推進
●大学発ベンチャーなど研究成果の社会実装の推進と支援制度の確立
●「Matching HUB」の推進と全国展開による地域活性化／地方創生への貢献
●共同研究への学生の参加促進

（２）産学官連携組織・体制の充実
●URAの機能・役割の拡張と高度化
●学内組織および制度の改革
●一般社団法人JAIST支援機構の活用

（３）特色ある多様なリカレント教育の推進
●社会人のニーズやライフスタイルに応じた教育プログラムの開発
●産業界を対象とした外部資金による「デジタル化支援センター（仮称）」の設置
●社会人教育のデジタル化の推進
●東京サテライトと本校との講義の連携

基本戦略４の実施に向けた施策

（１）強固な経営基盤の構築
●大学総合戦略室の機能拡張と学長・理事懇談会の開催
●多様な財源の確保による財務基盤の強化
●一般社団法人JAIST支援機構の活用

（２）業務運営におけるデジタル化の推進
●事務作業・業務のデジタル化とそれに対応した組織作りの推進
●働き方改革の推進

（３）人事マネジメント改革の推進
●職位別教員構成の長期的目標値の設定と実現
●テニュア・トラック制を活用した若手研究者の積極的採用
●将来への希望や適性を反映し、女性管理職登用等を見据えた事務職員育成システムの構築
●事務職員の他機関との人事交流の促進
●教職員との「プレジデントダイアログ（学長との対話）」の継続的実施

（４）大学運営の可視化と積極的な情報発信の推進
●教育・研究におけるグローバル広報の推進
●ステークホルダーを意識した情報発信の推進
●新聞・各種メディア等のマスコミの積極的活用
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【貸借対照表】

科 目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

資産の部
固定資産

土地 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463
建物等 9,414 9,101 9,396 9,156 8,966
機械備品 3,099 2,957 2,630 2,513 2,391
図書・美術品 962 968 970 976 986
車両運搬具 10 15 10 9 6
建設仮勘定 5 212 4 0 0
特許権等 54 47 49 49 47
差入敷金・保証金等 81 80 80 80 80

流動資産

現金・預金 2,051 2,193 2,196 2,274 2,239
未収入金

（未収学生納付金収入） 8 11 12 12 8
（その他未収入金） 124 153 184 16 6
その他 50 54 25 27 68

【資産合計】 17,321 17,254 17,020 16,576 16,261

科 目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

負債の部
固定負債

資産見返負債 2,416 2,715 2,640 2,630 2,584
長期未払金 1,392 1,436 1,125 1,021 940
その他 98 70 117 92 93

流動負債

運営費交付金債務 7 3 0 35 94
寄附金債務等 484 389 432 384 397
未払金 1,703 1,809 1,975 1,852 1,311
その他 185 161 140 132 260

【負債合計】 6,285 6,585 6,429 6,147 5,679

純資産の部

資本金 16,018 16,018 16,018 16,018 16,018
資本剰余金 ▲5,723 ▲6,213 ▲6,188 ▲6,351 ▲6,412
利益剰余金

（前中期目標期間繰越積立金） 191 122 122 122 122
（目的積立金） 0 551 516 383 448
（積立金） 0 0 0 0 0
（当期未処分利益） 551 191 123 265 406

【純資産合計】 11,036 10,669 10,591 10,436 10,583

【負債純資産合計】 17,321 17,254 17,020 16,583 16,261

（単位：百万円）

（単位：百万円）

令和２年度財務諸表等の概要について

※ 貸借対照表は、本学の決算日(3月31日)における全ての資産、負債及び純資産を記載する

ことによりその財政状態を明らかにしています。
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【貸借対照表情報（財務指標等）】

土地

10.50%

建物等

64.32%

機械備品

17.16%

図書・美術品

7.07%

車両運搬具

0.05%

特許権等

0.34%差入敷金・保証金等

0.57%

令和２年度固定資産内訳

50.1%

52.3%
52.8%

54.7%

56.3%

46.0%

47.0%

48.0%

49.0%

50.0%

51.0%

52.0%

53.0%

54.0%

55.0%

56.0%

57.0%

建物等老朽化比率（減価償却額累計額/

固定資産額）

73.5%

75.1%

78.5%

79.8%
80.5%

68.0%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

機械備品老朽化比率（減価償却額累計

額/固定資産額）

9,414 9,101 9,396 9,156 8,966

3,099 2,957 2,630 2,513 2,391

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

建物等及び機械備品の推移（単位：百万円）

建物等 機械備品
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貸借対照表から得られる情報①

54億円 60億円 62億円
74億円 76億円 78億円 74億円 70億円 68億円

77億円

61億円 65億円 63億円 66億円 64億円 61億円 57億円

161億円

165億円 156億円
148億円 139億円 140億円

130億円

123億円
116億円

113億円

115億円 110億円 110億円 107億円 106億円
104億円

106億円

216億円

225億円
218億円

222億円
215億円 217億円

204億円

193億円

184億円
190億円

176億円 175億円 173億円 173億円 170億円
166億円

163億円
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210億円

220億円

230億円

240億円

貸借対照表金額経年変化

負債合計 純資産合計 資産合計

195億円
204億円

195億円 196億円 192億円 194億円
185億円

174億円
168億円 169億円

158億円 155億円 151億円 148億円 146億円 143億円 139億円

21億円

22億円
23億円 26億円

23億円 23億円

19億円

18億円
16億円

21億円

18億円 20億円 22億円 24億円 24億円
23億円 23億円

216億円

225億円
218億円 222億円

215億円 217億円

204億円

193億円

184億円
190億円

176億円 175億円 173億円 173億円 170億円
166億円 163億円
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190億円

200億円

210億円

220億円

230億円

240億円

資産内訳

固定資産 流動資産 資産合計
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貸借対照表から得られる情報➁

10億円
19億円

28億円
37億円

45億円
53億円

60億円
66億円

72億円
78億円

83億円 85億円
91億円

96億円
101億円

106億円
111億円

152億円

144億円

135億円

128億円
125億円

118億円
113億円

107億円
101億円 100億円 100億円 98億円

93億円
90億円

93億円 91億円 89億円

162億円 162億円 163億円
165億円

170億円 171億円 173億円 173億円 174億円
178億円

183億円 184億円 184億円 186億円

194億円
197億円
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

建物の状況

建物減価償却累計額 差引建物金額 建物

8億円

16億円

28億円

46億円

52億円
56億円

62億円
65億円 68億円

75億円

83億円 83億円
84億円

88億円

94億円
98億円

97億円

18億円

35億円

41億円 41億円 42億円

47億円
44億円

39億円 38億円 38億円

31億円 30億円 31億円
30億円

26億円 25億円 24億円

26億円

51億円

69億円

86億円

94億円

103億円
106億円

104億円
106億円

112億円
114億円 113億円

115億円
117億円

120億円
123億円

121億円
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度平成21年度 平成22年度 平成23年度平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度平成31年度 令和2年度

工具器具備品の状況

工具器具備品減価償却累計額 差引工具器具備品金額 工具器具備品
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【損益計算書】

科 目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

経常費用

教育経費 795 744 831 790 770

研究経費 736 846 762 920 732

教育研究支援経費 1,361 1,249 1,292 1,273 1,200

受託研究費等 779 825 793 707 540

人件費 2,940 2,910 2,950 2,997 3,033

一般管理費 363 433 468 403 389

財務費用 6 13 10 16 23

【経常費用合計】 6,980 7,021 7,106 7,106 6,691

臨時損失 7 2 0 2 6

当期総利益 551 191 123 265 406

科 目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

経常収益

運営費交付金収益 5,153 4,928 4,918 5,142 5,167

授業料・入学金等収益 584 592 687 693 657

受託研究・寄附金等収益 957 1,037 993 879 695

資産見返負債戻入 326 309 278 274 288

補助金等収益 259 134 83 26 26

財産貸付料収入 127 122 120 129 120

その他 90 91 78 80 88

【経常収益合計】 7,497 7,212 7,158 7,224 7,040

臨時利益 6 1 0 0 0

目的積立金取崩額 35 0 71 149 63

（単位：百万円）

（単位：百万円）

※ 損益計算書は、本学が１会計期間（4月1日～3月31日）実施した事業等により発生したすべての費用

と収益を記載することにより、その運営状況を明らかにしています。
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【損益計算書情報（財務指標等）】

教育経費

11.5%
研究経費

10.9%

教育研究

支援経費

17.9%受託研究

費等

8.1%

人件費

45.4%

一般管理

費

5.8%

財務費用

0.3%

令和２年度経常費用

運営費交

付金収益

73.4%

授業料・入

学金等収

益

9.3%

受託研究・

寄附金等

収益

9.9%

資産見返

負債戻入

4.1%

補助金等

収益

0.4%

財産貸付

料収入

1.7%
その他

1.2%

令和２年度経常収益

44.5% 44.3% 44.5% 44.8%
48.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

人件費率（人件費/業務費）

5.5%

6.6%
7.1%

6.0% 6.2%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

一般管理費比率（一般管理費/業務費）

879千円 882千円

985千円
925千円 896千円

0千円

200千円

400千円

600千円

800千円

1,000千円

1,200千円

学生当教育経費（教育経費/学生収容定員）

4,814千円

5,677千円

5,015千円

5,972千円

4,546千円

0千円

1,000千円

2,000千円

3,000千円

4,000千円

5,000千円

6,000千円

7,000千円

教員当研究経費（研究経費/教員数）
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損益計算書から得られる情報

9.19%

11.66%

27.72%

19.12%

38.84%
40.07%

38.16%
39.98%

38.24%

40.17%

43.01% 42.90% 43.56% 43.22%

46.95%
45.66%

44.47% 44.26% 44.51% 44.82%

48.34%

8.10%

6.19%

0.00%

2.50%

5.00%

7.50%

10.00%

12.50%

15.00%

17.50%

20.00%

22.50%

25.00%

27.50%

30.00%

32.50%

35.00%

37.50%

40.00%

42.50%

45.00%

47.50%

50.00%

52.50%

財務指標（損益計算書）

教育経費比率 （教育経費／業務費）×100％ 研究経費比率 （研究経費／業務費）×100％

教育研究支援経費率 （教育研究支援経費／業務費）×100％ 人件費比率 （人件費／業務費）×100％

一般管理費比率 （一般管理費／業務費）×100％

622百万円

732百万円

1,875百万円

1,200百万円

2,627百万円

2,721百万円

2,549百万円

2,769百万円

2,638百万円

2,872百万円

3,040百万円

2,923百万円

3,021百万円

3,087百万円

3,177百万円

3,050百万円

2,940百万円

2,910百万円

2,950百万円
2,997百万円

3,033百万円

548百万円

389百万円

0百万円

200百万円

400百万円

600百万円

800百万円

1,000百万円

1,200百万円

1,400百万円

1,600百万円

1,800百万円

2,000百万円

2,200百万円

2,400百万円

2,600百万円

2,800百万円

3,000百万円

3,200百万円

3,400百万円

主な経費の推移

教育経費 研究経費 教育研究支援経費 人件費 一般管理費
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【キャッシュ・フロー計算書】

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,487 1,506 1,404 1,290 1,449

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲440 ▲485 ▲475 ▲352 ▲653

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ▲870 ▲879 ▲926 ▲859 ▲831

Ⅳ　資金にかかる換算差額 0 0 0 0 0

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） 177 141 3 79 ▲35

Ⅵ　資金期首残高 1,874 2,051 2,193 2,196 2,274

Ⅶ　資金期末残高 2,051 2,193 2,196 2,274 2,239

【利益処分に関する書類（案）】

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益 551 191 123 265 406

Ⅱ 利益処分額

積立金 0 0 0 0 39

目的積立金 551 191 123 265 366

【国立大学法人等業務実施コスト計算書】

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

Ⅰ　業務費用 5,182 5,156 5,216 5,325 5,144

Ⅱ　損益外減価償却相当額　等 550 558 542 516 457

Ⅲ　引当外賞与増加見積額　等 ▲1 83 25 32 191

Ⅳ　機会費用 6 4 0 0 11

Ⅴ　（控除）国庫納付額 0 0 0 0 0

Ⅵ　国立大学法人等業務実施コスト 5,737 5,800 5,783 5,873 5,803

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

※ キャッシュ・フロー計算書は、本学の１会計期間（4月1日～3月31日）における「資金（キャッ

シュ）の増減」を表すもので、大きく３つの活動に分類して資金の流れを記載しています。

※ 利益の処分に関する書類は、当期未処分利益の処分の内容を明らかにしています。

なお、当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立

てられ、翌事業年度へ繰り越し、使用が可能となります。

※ 業務実施コスト計算書は、国立大学法人を運営するに当たっての国民負担額を示しています。
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附属明細書から得られる情報①

10.7億円

5.8億円

3.8億円

3.0億円
2.6億円 2.8億円

0.1億円

13.0億円

0.5億円
1.0億円 1.1億円

14.8億円

7.4億円

1.9億円
1.4億円

1.9億円 1.7億円
2.3億円

1.3億円 1.3億円
0.8億円

0.1億円 0.1億円

0.0億円

2.0億円

4.0億円

6.0億円

8.0億円

10.0億円

12.0億円

14.0億円

16.0億円

18.0億円

20.0億円

交付額の推移（施設費及び補助金）【間接経費含む】

施設費 補助金等

0.4億円 0.4億円 0.4億円 0.7億円 0.7億円 0.7億円

3.4億円

0.3億円 0.3億円

2.9億円

0.4億円 0.5億円 0.5億円 0.5億円 0.8億円 0.6億円 0.5億円

1.1億円 1.0億円
1.2億円

0.8億円

2.0億円

1.5億円
1.3億円

3.2億円

4.8億円

6.7億円

2.8億円

1.5億円

2.5億円

1.7億円

1.1億円
1.3億円

0.9億円

0.0億円

1.0億円

2.0億円

3.0億円

4.0億円

5.0億円

6.0億円

7.0億円

8.0億円

9.0億円

10.0億円

受入額の推移（受託事業等及び寄附金）【間接経費含む】

受託事業等 寄附金
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附属明細書から得られる情報➁

1.5億円 1.5億円 1.3億円

2.6億円

1.4億円 1.2億円 1.4億円 1.4億円 1.2億円 1.1億円 1.0億円
1.5億円

2.1億円 1.8億円 1.9億円
2.3億円

2.6億円

8.4億円

7.4億円

8.5億円

7.6億円

8.5億円

5.3億円

3.4億円

4.2億円
4.5億円

4.2億円 4.1億円

3.6億円

6.4億円

5.3億円

6.0億円

3.6億円

2.8億円

0.0億円

1.0億円

2.0億円

3.0億円

4.0億円

5.0億円

6.0億円

7.0億円

8.0億円

9.0億円

10.0億円

受入額の推移（共同研究及び受託研究）【間接経費含む】

共同研究 受託研究

5.5億円
5.2億円

5.4億円

4.4億円

3.3億円

3.7億円

4.3億円
4.5億円

5.4億円

4.1億円 4.2億円

3.5億円
3.7億円

3.0億円
3.2億円

3.5億円

0.0億円

1.0億円

2.0億円

3.0億円

4.0億円

5.0億円

6.0億円

7.0億円

8.0億円

9.0億円

10.0億円

科学研究費補助金【間接経費含む】

科学研究費補助金

-13-



【令和２年度主な経費の内訳】
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【平成31年度主な経費の内訳】
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【令和２年度主な経費内訳の推移】

193百万円

86百万円 91百万円

105百万円

39百万円

71百万円

38百万円
51百万円

15百万円

123百万円

19百万円

238百万円

109百万円
101百万円

62百万円 62百万円 58百万円
48百万円 45百万円

26百万円

9百万円 13百万円

0百万円

50百万円

100百万円

150百万円

200百万円

250百万円

奨学費 修繕費 賃借料 水道光熱費 消耗品費 減価償却費 保守費 報酬・委託・手数料 備品費 旅費交通費 その他

教育経費

平成30年度 平成31年度 令和2年度

115百万円 117百万円

103百万円

83百万円

54百万円

72百万円

46百万円

130百万円

44百万円

145百万円

119百万円
111百万円 111百万円

77百万円
72百万円

57百万円

8百万円

32百万円

0百万円

20百万円

40百万円

60百万円

80百万円

100百万円

120百万円

140百万円

160百万円

180百万円

水道光熱費 減価償却費 保守費 消耗品費 備品費 報酬・委託・手数料 修繕費 旅費交通費 その他

研究経費

平成30年度 平成31年度 令和2年度

898百万円

108百万円
52百万円 52百万円

2百万円
36百万円

7百万円 16百万円

120百万円

883百万円

59百万円 55百万円 38百万円 23百万円 21百万円 11百万円 9百万円

101百万円

0百万円

100百万円

200百万円

300百万円

400百万円

500百万円

600百万円

700百万円

800百万円

900百万円

1,000百万円

減価償却費 消耗品費 保守費 報酬・委託・手数料 賃借料 水道光熱費 備品費 修繕費 その他

教育研究支援経費

平成30年度 平成31年度 令和2年度

61百万円

99百万円

39百万円

30百万円

84百万円

44百万円

10百万円

22百万円

9百万円

72百万円

106百万円

98百万円

39百万円

28百万円
23百万円

18百万円
13百万円 12百万円 11百万円

42百万円

0百万円

20百万円

40百万円

60百万円

80百万円

100百万円

120百万円

保守費 報酬・委託・手数料 租税公課 減価償却費 消耗品費 水道光熱費 印刷製本費 修繕費 広告宣伝費 その他

一般管理費

平成30年度 平成31年度 令和2年度
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増加傾向にある勘定科目

117百万円

112百万円 113百万円

121百万円

146百万円

100百万円

105百万円

110百万円

115百万円

120百万円

125百万円

130百万円

135百万円

140百万円

145百万円

150百万円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

賃借料

285百万円

292百万円

282百万円

305百万円

322百万円

250百万円

260百万円

270百万円

280百万円

290百万円

300百万円

310百万円

320百万円

330百万円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

保守費

172百万円
168百万円

193百万円

217百万円

238百万円

150百万円

160百万円

170百万円

180百万円

190百万円

200百万円

210百万円

220百万円

230百万円

240百万円

250百万円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

奨学費
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【決算報告書】

予算額 決算額 決算－予算

収入

運営費交付金 5,309 5,365 56

施設整備費補助金 381 260 ▲121

補助金等収入 7 70 63

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 20 20 0

自己収入 713 707 ▲6

　授業料、入学料及び検定料収入 563 575 12

　財産処分収入 0 0 0

　雑収入 150 132 ▲18

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 572 857 285

引当金取崩 0 0 0

長期借入金収入 0 0 0

目的積立金取崩 203 199 ▲4

出資金 0 0 0

【収入計】 7,205 7,478 273

支出

業務費 6,225 5,825 ▲400

　教育研究経費 6,225 5,825 ▲400

施設整備費 401 280 ▲120

補助金等 7 70 63

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 572 734 162

長期借入金償還金 0 0 0

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 0 0 0

出資金 0 0 0

【支出計】 7,205 6,909 ▲296

収入－支出 0 569 569

（単位：百万円）

※ 決算報告書は、財務諸表とは別に、国の会計ベースである現金主義に基づき、国立大学

法人の運営状況を表しています。

19.9%

18.0%
17.3%

14.3%

12.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等比率（産学連携等研究収入及び寄付金収入/自己収入）
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【決算報告書直近３年間の推移】

67.2%3.6%

1.0%
0.3%

9.7%

15.3%
3.0%

70.1%

3.2%

0.1%

0.3%

9.9%

13.2%

3.3%

運営費交付金

71.7%

施設整備費補助金

3.5%

補助金等収入

0.9%

大学改革支援・学位授

与機構施設費交付金

0.3%

自己収入

9.5%

産学連携等研究収入

及び寄附金収入等

11.5%

目的積立金取崩

2.7%

収入内訳①（直近３年）【単位：百万円】

6,073

81.0%

300

4.0%

77

1.0%

1,048

14.0%

6,120

84.1%

265

3.6%

10

0.1%

878

12.1%

教育研究経費

5,825

84.3%

施設整備費

280

4.1%

補助金等

70

1.0%

産学連携等研究経

費及び寄附金事業

費等

734

10.6%

支出内訳（直近３年）【単位：百万円】

運営費交

付金

5,207

運営費交

付金

5,387

運営費交

付金

5,365

施設整備費

補助金

280

施設整備費

補助金

245

施設整備費

補助金

260

自己収入

749

自己収入

757

自己収入

707

産学連携等

研究収入及

び寄附金収

入等

1,183

産学連携等

研究収入及

び寄附金収

入等

1,013

産学連携等

研究収入及

び寄附金収

入等

857

目的積立金

取崩

229

目的積立金

取崩

253
目的積立金

取崩

199

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成30年度 平成31年度 令和２年度

収入内訳②（直近３年）【単位：百万円】

令和２年度

平成31年度

平成30年度

令和２年度

平成31年度

平成30年度
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決算報告書から得られる情報

6,053百万円

5,893百万円

5,752百万円

5,654百万円
5,614百万円

5,541百万円

5,576百万円

5,601百万円

5,505百万円

5,405百万円

5,465百万円

5,331百万円

5,265百万円

5,286百万円

5,207百万円

5,387百万円

5,365百万円

4,600百万円

4,800百万円

5,000百万円

5,200百万円

5,400百万円

5,600百万円

5,800百万円

6,000百万円

6,200百万円

運営費交付金の推移

511百万円

580百万円

543百万円

485百万円

446百万円
467百万円

498百万円

481百万円

451百万円
463百万円

456百万円

482百万円
519百万円

577百万円

603百万円
600百万円

575百万円

83百万円

84百万円

86百万円

104百万円

89百万円
93百万円

144百万円
141百万円

156百万円148百万円149百万円

166百万円

153百万円

150百万円

146百万円157百万円

132百万円
594百万円

664百万円

629百万円

589百万円

535百万円

560百万円

642百万円
622百万円

607百万円
611百万円

605百万円

648百万円

672百万円

727百万円
749百万円

757百万円

707百万円

0百万円

100百万円

200百万円

300百万円

400百万円

500百万円

600百万円

700百万円

800百万円

自己収入の推移

授業料・入学金・検定料 雑収入 自己収入
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学長

役員会
法人に関する重要事項の決議

学長選考会議
学長の選考、業績評価

大学総合戦略室

監事

経営協議会
経営に関する重要事項

教育研究評議会
教育研究に関する重要事項の審議

教育研究専門委員会

人事計画委員会

教員選考委員会

先端科学技術研究科教授会

学系会議
（知識科学、情報科学、マテリア

ルサイエンス、融合科学）

教育研究戦略会議

運営企画会議

予算会議

リスクマネジメント会議

計画・評価委員会

施設マネジメント委員会

JAISTの経営体制

学長のリーダーシップを支えるガバナンス体制

１ 経営戦略を実現するための執行体制
● 学長・理事・副学長（執行部）で構成する「教育研究戦略会議」を設置し、大学の将来構想、戦略
の立案・展開に関しディスカッション。各施策は、学長の指示の下、担当理事・副学長が実施責任者
となり権限を行使

● 大学総合戦略室にＩＲ機能を持たせ、学内外の教育研究、法人運営に関する情報の収集・分析によ
り、重要施策に係る執行部の合意形成や学長の意思決定を支援

●学長裁量経費、学長裁量スペースを確保し、重要施策に重点配分

２ 教学部門の権限と責任の明確化
● 研究科に研究科長及び各学位プログラムの質保証の責任者となる学系長を置き、専門分野別の学系
会議において教授会の権限を機能別に行使

● 執行部及び学系長を構成員とする「運営企画会議」を設置し、教学部門と意思疎通を図るとともに、
学長の方針を構成員に直接伝える場として、研究科教授・准教授を構成員とする教授会を開催し、学
長と構成員との対話機会を確保

３ 外部からの意見等の反映
● 学長を中心としたＰＤＣＡ（計画、実行、評価、改善）サイクルに基づく全学的な内部質保証シス
テムを整備し、学外有識者の意見や、法令に定められた大学評価の結果等を法人運営の改善に活用

４ 業務の適正を確保する内部統制
● 公的研究費の不正防止計画に基づくモニタリング、構成員へのコンプライアンス教育を実施
● 業務の障害となる様々なリスクの分析・評価により、リスクを組織的に管理
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教育システムの特徴

▪知的たくましさを涵養するプログラム
「知識科学的イノベーションデザイン教育」「人間力強化プログラム」
「創出力強化プログラム」を組み合わせ全学展開
▪きめ細かな履修指導
キャリア目標、学修歴、研究計画等を踏まえ、「学修計画・記録書」に
沿って指導
▪複数指導教員制学生１人に対して、主指導教員・副指導教員・副テーマ
指導教員又はインターンシップ指導教員の３人が教育・研究を指導
▪産学連携による共創的実践教育
▪グローバル人材育成の一翼を担う充実した語学教育
▪「クォーター制」と「チュートリアルアワー」

教育プログラム 教育内容
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学生の状況
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進学率・就職者比率
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研究の特徴～エクセレントコア（国際的研究拠点）～
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研究の特徴～エクセレントコア（国際的研究拠点）～
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学術論文（暦年推移）
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〒923-1292　石川県能美市旭台１丁目１番地
　北陸先端科学技術大学院大学総務部会計課予算・決算係
　TEL：0761-51-1112
　E-mail：zaimu@ml.jaist.ac.jp
　URL：http://www.jaist.ac.jp
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